
 

  

 

令和元年度一般会計決算のポイント 

 
＜総 括＞ 

◎ 歳入・歳出は前年度を上回り、平成１０年度、平成１１年度に次いで 

 過去３番目に大きい規模 

   歳入総額 １兆８,４１５億円（＋２４７億円 ＋１.４％） 

   歳出総額 １兆８,３１５億円（＋２３５億円 ＋１.３％） 
 
 ○ 歳入は、繰入金（＋１５３億円）や国庫支出金（＋１３５億円）などが増加 

       ［H３０］１兆８,１６８億円 ［H２９］１兆８,３７７億円 ［H２８］１兆８,０８３億円  

 ○ 歳出は、民生費（＋１８０億円）や土木費（＋１２４億円）、総務費（＋９９億円）などが

増加 ［H３０］１兆８,０８０億円 ［H２９］１兆８,２９５億円 ［H２８］１兆７,９９８億円  
  

＜歳入の特徴＞ 

◎ 県税収入は７,６８１億円                （△５億円） 
 
 ○ 株式の売買高が減少したことによる個人県民税の株式等譲渡所得割の減収など

により減少 
    県税 ７,６８１億円（△５億円、△０.１％） 
            ［H３０］７,６８６億円 ［H２９］７,８４５億円 ［H２８］７,７００億円  
 ○ 納税率は９８.４％（＋０.２ポイント）で、９年連続の上昇  
 ○ 収入未済額は１１１億円（△１１億円）で、９年連続で圧縮 
 

◎ 繰入金は２９４億円                 （＋１５３億円） 
 
 ○ 財源調整のための基金からの繰入増などにより増加 
    県債管理基金（財源調整分）からの繰入れ ［H３０］２０億円→［Ｒ元］１５６億円（＋１３６億円） 
 

◎ 自主財源の比率が減少 
 
 ○ 国庫支出金の増加などにより自主財源の比率が減少 
   ６０.９％（△０.９ポイント）        ［H３０］６１.８％ ［H２９］６０.７％ ［H２８］６０.６％  
 

◎ 県債残高は２年連続で減少し、県で発行をコントロールできる県債の残高も

１７年連続で減少 
 
【県債発行額】 
 ○ 臨時財政対策債（△２００億円）が減少した一方で土木債などの増加により、県債

発行額は微増 
    県債 ２,２８７億円（＋２億円、＋０.１％） 
                   ［H３０］２,２８５億円 ［H２９］２,５２３億円 ［H２８］２,２９８億円  
【元年度末県債残高】 
 ○ 県債残高は２年連続で減少し、県で発行をコントロールできる県債（臨時財政対策

債・減収補塡債を除いたもの）の残高も、前年度末に比べ減少（１７年連続減）  
    残高全体                  ３兆８,１６３億円（△５３億円）  
    うち県で発行をコントロールできる分 １兆９,１９８億円（△３９４億円） 
            ［H３０］１兆９,５９２億円 … ［H１４］２兆５,８６５億円（ピーク時） 

 

※（  ）は対前年度比 

※（  ）は対前年度比 



 

  

 

 

 
 

＜歳出の特徴＞ 

◎ 総務費は、選挙費などが増加              （＋９９億円） 

 ○ 参議院議員通常選挙、参議院議員補欠選挙、知事選挙、県議会議員選挙の実施

に伴い、選挙費が増加       ［H３０］８億円→［Ｒ元］７３億円（＋６５億円） 
 

 ○ (公財)都道府県センター被災者生活再建支援基金拠出金の皆増 

                         ［Ｒ元］１９億円（皆増） 
 

◎ 民生費は、老人福祉費や保育給付費などが増加     （＋１８０億円） 

 ○ 給付対象者の増加等に伴い、後期高齢者医療対策事業及び介護保険給付事業

に対する県負担金等が増加   ［H３０］１,３４８億円→［Ｒ元］１,４１５億円（＋６８億円） 
 

 ○ 利用者数の増加と幼児教育・保育の無償化の開始により保育給付費が増加 

                         ［H３０］１９７億円→［Ｒ元］２４８億円（＋５１億円） 
 

◎ 商工費は、基金への積立金などが減少          （△６９億円） 

 ○ 農業大学校跡地の売払収入の基金への積み立てがなかったことなどにより減少 

                       ［H３０］５８億円（皆減） 
 

◎ 土木費は、直轄治水事業費負担金などが増加      （＋１２４億円） 

 ○ 幹線道路網の整備や治水対策を進めたことなどにより、道路橋りょう費、河川費が

増加                  [Ｈ３０]７８６億円→[Ｒ元]９４２億円（＋１５６億円） 
 

◎ 諸支出金は、県税交付金の減などにより減少      （△１３６億円） 

 ○ 県内市町村への地方消費税交付金の減少  

                       ［H３０］１,２６２億円→［Ｒ元］１,２１５億円（△４７億円） 
 

 ○ さいたま市への税源移譲により県民税所得割指定都市交付金の減少 

                        [Ｈ３０]４５億円→[Ｒ元]３億円(△４２億円) 
 

◎ 災害対応などに関する支出の発生                 

 ○ 令和元年東日本台風による災害復旧関連経費  

                       ［Ｒ元］５８億円（皆増） 
 

 ○ 農林水産業費の豚熱（ＣＳＦ）対策関連経費 

                       ［Ｒ元］６億円（皆増） 
 

 ○ 衛生費の新型コロナウイルス感染症対策関連経費  

                       ［Ｒ元］１億円（皆増） 

※（  ）は対前年度比 


